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第１ 静岡県医療救護計画の位置付け 

１ この計画は、「災害対策基本法」第４０条の規定により、静岡県の地域に係る防災対策

の大綱を定めた「静岡県地域防災計画」のうち、医療救護活動に係る事項の個別計画で

ある。 

２ この計画は、「医療法」第３０条の４第１項の規定により、静岡県における保健医療施

策の基本指針を定めた「静岡県保健医療計画」との整合性を図るものとする。 

３ この計画は、中央防災会議が策定した「南海トラフ地震における具体的な応急対策活

動に関する計画」に基づく国の活動に関し、本県が応援を受け入れる体制を確保するた

めに定めた「南海トラフ地震における静岡県広域受援計画」等との整合性を図るものと

する。 

第２ 医療救護計画策定の目的 

１ 予想される南海トラフ巨大地震［用語集－１］等の大規模災害から、地域住民の生命、健

康を守るため、県及び市町の医療救護体制を確立する。 

２ 重大な交通事故、列車事故及び航空機事故等の大規模事故や、台風、局地的な豪雨等

の風水害をはじめとする局地災害にも対応する。 

３ 県外大規模災害発生時の医療救護活動に係る本県からの応援派遣体制を整備する。 

第３ 医療救護計画の基本的な考え方 

１ 関係者の役割 

県、市町、関係団体、医療救護施設、地域住民等が、災害時の各自の役割をあらかじ

め把握し、発災時には相互に連携のうえ、迅速かつ円滑に医療救護活動を実施する。 

(1) 地域住民の役割 

地域住民は、自らの命は自ら守る、自らの地域は皆で守るを基本として、家庭救護

及び自主防災組織による相互扶助体制を確立する。 

(2) 市町の役割 

市町は、直接地域住民の生命、健康を守るため、市町医療救護計画を策定し、大規

模災害時に地域住民の協力の下、医療救護活動を実施する。 

(3) 県の役割 

県は、国及び他の都道府県と連携し、県が委嘱する災害医療コーディネーター及び

災害薬事コーディネーター等の協力の下、市町で対応できない広域的な医療救護活動

を実施する。 

(4) 関係団体との連携 

県及び市町は、医師会、歯科医師会、薬剤師会、病院協会、看護協会等の医療関係

団体と密接に連携し、医療救護活動を実施する。 

２ 医療救護の対象者及び区分 

(1) 医療救護の対象者 

ア 災害による負傷者を主な対象者とする。 

イ 医療機関自らの被災等により、転院を必要とする入院患者等を対象者とする。 

ウ 人工透析患者、人工呼吸器装着者等の難病患者及び妊産婦、新生児、また、直接
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災害に起因しない救急患者等を対象者とする。 

エ 災害時における異常な状況下において、ストレスによる情緒不安定や精神疾患等

の症状が認められる者を対象者とする。 

オ ウ、エについての具体的な対応については、「災害時における難病患者支援マニュ

アル」、「災害時の心のケア対策の手引」等で別に定めるものとする。 

(2) 対象者の区分 

医療救護の対象者を次のとおり区分する。 

重症 患 者 生命を救うため、直ちに手術等入院治療を必要とする者 

中等症患者 多少治療の時間が遅れても生命に危険はないが、入院治療を要する者

軽症 患 者 上記以外の者で医師の治療を必要とする者 

３ 医療救護施設の区分 

医療救護施設を次のとおり区分する。 

区  分 指 定 主 な 機 能 

災害拠点病院 県 

・重症患者の受入れ ・ＤＭＡＴ［用語集－２］派遣 

・広域医療搬送への対応 ・ＤＭＡＴ等医療チーム受入れ 

・地域の医療機関への応急用資器材の貸出し 

災害拠点精神 

科病院 
県 

・被災精神科病院の患者の受入れ 

・医療救護施設等で対応困難な精神疾患等患者の受入れ 

救 護 病 院 市町 
・中等症、重症患者の受入れ 

・重症患者の災害拠点病院への搬送及び広域医療搬送への対応

救 護 所 市町 ・軽症患者の受入れ 

４ 医療救護期間の区分 

医療救護期間を次のとおり区分する。 

区分は目安であり、各区分の期間は災害の規模等により変動する。 

フェーズ 区 分 期   間 

Ⅰ 超急性期 災害発生～概ね４８時間

Ⅱ 急性期 ３日目～１週間 

Ⅲ 亜急性期～中長期 １週間～１か月 

○医療救護対象者の受入体制 
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５ 静岡県の災害医療体制 

(1) 全体図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 地域災害医療対策会議［用語集－３］ 

県は、大規模災害時に医療救護施設等の医療ニーズを把握・分析した上で医療チー

ムを配置調整するなどのコーディネート体制を確立するため、平時から、原則として

二次医療圏単位で地域災害医療対策会議を設置し、地域の災害医療関係者のネットワ

ークを構築する。 

(3) 災害医療コーディネーター［用語集－４］ 

県が委嘱する災害医療コーディネーターは、地域災害医療対策会議で構築したネッ

トワークを活用し、大規模災害時の医療資源需給調整に関する保健所長業務を補完す

る。 

(4) 災害薬事コーディネーター［用語集－５］ 

県が委嘱する災害薬事コーディネーターは、災害時の医療救護活動に必要な医薬品、

医療材料（以下「医薬品等」という。）の確保・供給及び薬剤師の確保・派遣に関する

県又は市町の業務を補完、実施する。 
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６ 災害時の情報把握 

(1) 通信手段 

災害時に迅速、適切な医療救護活動を実施するためには、情報を得るための通信手

段確保が必要不可欠である。 

県、市町、医療救護施設及び関係団体は、次に例示する通信手段を複数確保するよ

う努めることとする。 

通 信 手 段 特      徴      等 

衛 星 電 話

・衛星回線インターネット利用可能（一部機種を除く） 

・不感地帯なし（多くの機種でアンテナを南天方向に固定する必

要あり） 

・災害拠点病院は設置義務あり 

防災行政無線

・県防災行政無線、市町防災行政無線に区分 

・固定通信系（同報系）、移動通信系、衛星通信系等により構成 

・山間地等における不感地帯あり 

Ｍ Ｃ Ａ 無 線

・企業、団体、自治体等で利用可能な業務用無線 

・防災行政無線としても利用可能 

・山間地等における不感地帯あり 

アマチュア無線
・防災行政無線等を補完する情報収集手段として有効 

・全ての使用者に無線免許が必要 

(2) 情報システム 

   医療救護活動において、県、市町及び医療救護施設が主に使用する情報システムは、

広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）と、ふじのくに防災情報共有システム（Ｆ

ＵＪＩＳＡＮ）である。 

   どちらもインターネット上のシステムであるため、県、市町、医療救護施設は、衛

星インターネット回線の確保に努めるとともに、情報を入力する複数の担当者を事前

に定めておき、入力内容や操作方法などの研修、訓練を行うこととする。 

名    称 入力者 主 な 機 能 

広域災害救急医

療情報システム

（ＥＭＩＳ） 

［用語集－６］ 

医療救護施設 

県 

市町 

・医療救護施設の災害医療情報集約及び全国での情報共有 

※本県は「医療ネットしずおか」経由で入力 

・ＤＭＡＴ活動状況把握（ＤＭＡＴ管理） 

・広域医療搬送患者情報把握（ＭＡＴＴＳ） 

ふじのくに防災情報

共有システム 

（ＦＵＪＩＳＡＮ）

［用語集－７］ 

県 

市町 

・救護所開設状況把握 

・医療救護支援要請 

※医療救護以外にも、道路、避難所等、多数の情報を

共有 

７ 研修、訓練の実施 

  県、市町、医療救護施設及び医療関係団体は、本計画に基づく医療救護体制の実効性

を確保するため、災害医療に関する研修や、医療救護に関する実働訓練、図上訓練等を、

関係機関と連携のうえ、継続的に実施することとする。 
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第４ 市町計画策定指針 

１ 市町医療救護計画の策定 

(1) 市町は、本計画で定める市町の役割を踏まえ、市町医療救護計画を策定する。 

(2) 市町は、市町医療救護計画に基づく医療救護体制の実効性を確保するため、災害医

療に関する研修や、医療救護に関する実働訓練、図上訓練等を、関係機関と連携のう

え、継続的に実施する。 

２ 医療救護施設の設置及び指定 

(1) 市町は、救護所を設置する。 

(2) 市町は、救護病院を指定する。 

(3) 市町は、医療救護施設の機能が充分発揮できるよう、施設、設備、運営体制の整備

に努める。 

３ 救護所設置運営指針 

(1) 救護所の役割 

  ア 医療救護対象者の重症度・緊急度の判定・選別（トリアージ） 

  イ 軽症患者の受入れ及び処置 

  ウ 必要に応じた中等症患者及び重症患者の応急処置 

  エ 中等症患者及び重症患者の救護病院及び災害拠点病院等への搬送手配 

  オ 死亡確認及び遺体搬送の手配 

  なお、救護所においては傷病者の収容（全身管理を伴う入院治療を行うこと。）は基本

的には行わないが、傷病者への初期評価と可能な範囲での処置等を実施することに留意

する。 

(2) 救護所設置場所及び留意事項 

ア 市町は、避難所として指定した学校、公共施設又は医療機関等のうちから、地域

性や想定される傷病者数及び避難者数、津波による浸水被害等を考慮し、必要数、

医療救護活動に必要な広さ、傷病者や資器材搬送の利便性などを総合的に判断して、

災害時に必要な箇所数の救護所を設置できるよう、設置場所を事前に指定する。 

また、市町は、救護所の迅速な設置運営が図られるように、指定された施設の管

理者や医療機関等の関係機関と施設の使用方法等について事前に協議しておく。 

なお、災害時における救護所の開設については、被害の状況等に応じて柔軟に対

応するものとする。 

イ 救護所は、原則として、気象条件の影響を受けにくい屋内施設（耐震性が確保さ

れていることが望ましい。）に設置する。（「耐震性が確保されている施設」とは、新

耐震基準（昭和 56 年）［用語集－８］で建設された建物及び昭和 56 年以前の建物であ

って耐震補強工事済みの建物（Is値 0.6以上）をいう。） 

なお、やむを得ない場合はテント等を設置し、救護所とすることも検討する。 

ウ 市町は、救護所を設置する施設の被災や、救護病院、災害拠点病院に軽症患者が

多数来院することなども懸念されることから、必要に応じ近隣の広場等を確保し、

救護所として使用することも検討する。 
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エ 市町は、救護所設置場所について、定期的な救護所設置運営訓練の実施等による

住民への事前周知及び災害時における救護所開設情報の速やかな周知に努める。 

なお、円滑な医療救護活動を行うため、必要に応じて、医療機関前に設置する救

護所等について、事前周知を控えることも検討する。 

オ その他、救護所の設置にあたっては、下表の項目について留意する。 

救護所設置留意事項 

１ 建物周辺の安全確保 

２ 建物が使用できない場合のテント設置場所の確保 

３ 給水の確保 

４ 排水路の確保 

５ 非常電源及び燃料の確保 

６ 照明の確保 

７ 空調、換気の確保 

８ 駐車場の確保 

９ 患者搬入出動線の確保 

10 トリアージエリア、患者収容スペースの確保 

11 応急的な遺体安置スペースの確保 

12 資器材収納倉庫の確保 

13 衛生面の確保 

(3) 救護所の主な機能等 

   考えられる救護所の主な機能等を例示すると、下表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

454



7 

 

 

 

8 

 

(4) 救護所設置モデル例 

 以下に、代表的な救護所設置モデルを例示する。 

なお、各救護所の機能は、市町が事前に決定しておくか、又は災害時において災害 

医療コーディネーター等と相談し、実情に応じて決定する。 

 

ア 避難所併設型 

避難所に併設して設置し、超急性期はトリアージ・応急処置等が中心となる。避 

難生活の長期化による被災者の医療ニーズ対応（慢性疾患・健康管理等）を行う場

合もある。 
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イ 医療機関併設型（診療拠点型)  

医療機関（診療所、急患センター等）前などに設置し、一定の診療機能を担う。 

必要に応じて、他の救護所からの傷病者の受入れ・処置等も行い、地域の核となる

機能を担う。 
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ウ 医療機関併設型（病院前トリアージ型） 

  主にフェーズⅠ（超急性期）において、軽症患者が多数来院することなども懸念 

されることから、医療機関（災害拠点病院・救護病院等）前に設置し、応急処置等

のほか、必要に応じて最寄の救護所への案内等を行い、医療機関の負荷を軽減（診

療機能を確保）する役割を担う。 
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エ 本部機能が併設される場合 

なお、上記ア～ウの例示において、集約化等により本部機能がそれぞれ併設され

る場合があることに留意する。 

具体的には、医療救護活動に係る関係者が参集し、定期的にミーティングを開催

するなど活動方針の確認や情報交換のほか、必要に応じて、市町災害対策本部等と

情報受伝達を行い、他の救護所に係る人的・物的支援などの調整等を統括する役割

を担う機能をいう。 
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 (5) 救護所の設備及び資器材 

    救護所の設備及び資器材は、下表を参考に整備するものとする。 

    なお、定期的な動作確認等が必要な医療機器については、関係機関とも協議し、救

護所設置場所に近い医療機関への保管についても検討する。 

救護所設備及び資器材例 

１ テント、エアテント 

２ 発電機 

３ 可搬ポンプ 

４ 医療機器セット（創傷、熱傷、骨折、蘇生、輸液）

５ 医薬品等 ［様式・資料編２１Ｐ］※ 

６ ビニールシート 

７ 毛布、担架、簡易ベッド 

８ トリアージタッグ 

９ 非常食、飲料水 

10 救護所を示す標識（特に避難所併設型の場合） 

 ※「薬剤師のための災害対策マニュアル」（平成23年度厚生労働科学研究「薬局及び薬剤師に関する災害

対策マニュアルの策定に関する研究」研究班報告書）等を参考とする。 

(6) 救護所運営指針 

ア 医療従事者の確保 

   (ｱ) 市町は、救護所で医療救護活動を行う医療従事者を確保するため、災害時におけ

る救護所への医療従事者派遣について、郡市医師会、郡市歯科医師会、地域薬剤師

会等関係団体とあらかじめ協定を締結する。 

薬剤師に関しては、地域薬剤師会に加え、災害薬事コーディネーターとも連携し

た確保・派遣体制の整備に努める。 

(ｲ) 市町は、救護所で医療救護活動を行う看護師の確保に努める。また、県は、県医 

師会等関係団体を通じ、県内のＪＭＡＴ［用語集－９］登録看護師等に対して働きかけ

を行い、救護所で医療救護活動を行う看護師の確保に努める。 

イ 救護所運営管理者 

  救護所運営のうち、施設運営については、施設管理者の協力を得て市町が管理す 

る。なお、医療機関前に設置する救護所等については、必要に応じて施設管理者が 

管理する場合もある。 

また、診療運営については医師が管理する。なお、歯科医療に関する部分につい 

ては歯科医師が管理する。診療運営管理者は、市町災害対策本部長の指示により、

医療救護活動（巡回診療を含む。）を行う。 

ウ 医療救護活動体制 

   (ｱ) 救護所の医療救護活動は、原則として、医師１名、薬剤師１名、看護師２名、業

務調整員（事務職員等）１名の５名を１チームとする医療チーム単位で行う。 

     なお、市町は、チーム編成にあたっては、実情に応じた配置計画により柔軟に対

応するものとする。また、医療救護活動は 24時間体制とし、交替制で活動できるよ
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う配慮する。 

(ｲ) 市町は、災害時において、必要に応じて災害医療コーディネーター等と連携し、

人的・物的支援など各救護所の運営に不均衡が生じないように、医療救護活動が継

続的かつ計画的に行われているか確認するとともに、救護所の設置数や医療救護活

動の状況から、集約化を含めた救護所の閉鎖時期の決定などについて検討を行うこ

とに留意する。 

(ｳ) 救護所における医療救護活動と避難所における保健活動は密接に関係するため、

市町は救護所における医療従事者と避難所における保健師等との情報共有に努め

る。 

エ 医薬品等の確保 

(ｱ) 市町は、救護所において必要な医薬品等については、地域薬剤師会（薬局）及び

医薬品卸業者等と連携し、確保に努める。例えば、救護所関係者と連携し、備蓄す

る医薬品等の種類、数量、備蓄医薬品の定期的な更新、参集する医療従事者による

医薬品等の持参、医薬品等の管理、使用方法等について、あらかじめ検討する。 

(ｲ) 市町は、あらかじめ備蓄していた医薬品等が不足した際は、医薬品卸業者等や県

方面本部に供給要請を行う。なお、平時から供給要請の支援を行う災害薬事コーデ

ィネーターを活用した体制整備を図る。 

オ 災害発生時等の初動体制 

    市町職員及び医療従事者は、次の救護所参集基準例等に基づき、救護所設置場所

又は各市町の定めた集合場所に迅速に参集し、救護所を設置する。 

    なお、各市町において、独自の参集基準等がある場合は、その基準に従う。また、

市町は救護所へ参集する医療従事者への連絡方法について、あらかじめ検討する。 

救 護 所 参 集 基 準 例 

１ 市町があらかじめ定めた震度以上の地震が発生した場合 

２ 

「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）※」が発せられた場合 

※南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高ま

ったと評価された場合 

３ 
震度情報が得られない地震の場合でも、付近の被害が甚大で、医療救護対象者

の多数発生が予想される場合 

４ 
台風、大雨等により災害救助法の適用が見込まれる自然災害で、市町長が指示

した場合 

５ 
多数の死傷者が発生し、通常の体制では対応困難と思われる大規模事故が発生

した場合、又はその他の状況により、知事が救護所の開設を要請した場合 

カ 救護所開設状況の報告 

    市町は、災害時に開設した救護所の状況を把握し、医療従事者参集状況や患者受

入可否等をふじのくに防災情報共有システム（ＦＵＪＩＳＡＮ）に入力し、県に報

告する。 

14 

 

なお、ＦＵＪＩＳＡＮが使用できない場合は、防災行政無線等、他の通信手段で

要請する。（［様式・資料編１Ｐ］大規模地震等に関する情報及び広報活動実施要領様式

332-1を使用） 

キ 医療救護活動に必要な措置の要請 

市町は、医療チームの派遣等、救護所における医療救護活動に必要な措置につい

て県に要請する。 

また、災害時に市町が事前に指定した設置場所に救護所を設置できない状況を想

定し、あらかじめ、図上訓練等で対応を検討する。 

ク 定期的な訓練の実施 

市町は、災害時に迅速かつ円滑に救護所を設置運営できるよう、平時から郡市医

師会、郡市歯科医師会、地域薬剤師会等関係機関と連携のうえ、定期的に救護所設置

運営訓練を実施する。 

４ 救護病院指定運営指針 

(1) 救護病院の役割 

  ア 医療救護対象者の重症度・緊急度の判定・選別（トリアージ） 

  イ 中等症患者及び重症患者の受入れ及び処置 

  ウ 重症患者の災害拠点病院、航空搬送拠点等への搬送手配 

  エ 死亡確認及び遺体搬送の手配 

(2) 救護病院指定指針 

  ア 市町は、管内の一般病床を有する病院で、大規模災害時に医療救護活動が実施可

能な病院のうちから、当該病院管理者とあらかじめ協議のうえ、救護病院を指定す

る。 

ただし、想定津波浸水域に開設・移転する病院を除くものとし、既に想定津波浸

水域に立地している救護病院が、やむを得ず、想定津波浸水域内で移転等する場合

は、県と協議のうえ、救護病院として指定することができる。 

なお、管内で一般病床を有する病院を救護病院に指定できない場合は、療養病床

を有する病院を救護病院として指定することができる。 

また、有床診療所等、入院医療が継続的に提供できる施設を、当該管理者と協議

のうえ、救護病院に準じる医療救護施設として指定することができる。 

イ 市町は、管内で救護病院を指定できない場合や、指定した救護病院の病床に不足

がある場合、隣接市町に所在する病院を、所在市町及び当該病院管理者と協議のう

え、救護病院として指定することができる。 

 (3) 救護病院の施設及び設備等 

ア 救護病院は、診療機能を有する施設が耐震構造を有すること。（「耐震構造を有す

る」とは、新耐震基準（昭和 56 年）［用語集－８］で建設された建物及び昭和 56 年以

前の建物であって耐震補強工事済みの建物（Is値 0.6以上）のこと。） 

なお、市町は、既に指定している救護病院であって、診療機能を有する施設が耐

震構造を有しない病院について、当該病院の耐震化促進に努める。 
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イ 救護病院は、災害時通信手段を有すること。また、衛星回線インターネットが利

用できる環境を有することが望ましい。 

ウ 救護病院の管理者は、広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加し、災

害時に情報を入力する体制を整えておく。 

エ 救護病院の管理者は、適切な容量の自家発電機及び３日分程度の燃料の保有に努

める。 

オ 救護病院の管理者は、適切な容量の受水槽の保有、停電時にも使用可能な井戸設

備の整備、優先的な給水協定の締結等により、災害時の診療に必要な水の確保に努

める。 

カ 救護病院の管理者は、食料、飲料水、医薬品等について、流通を通じて適切に供

給されるまでに必要な量として、３日分程度の備蓄に努める。また、市町は、救護

病院への優先的な物資供給に配慮する。 

備蓄が必要な医薬品等については、「薬剤師のための災害対策マニュアル」（平成

23年度厚生労働科学研究「薬局及び薬剤師に関する災害対策マニュアルの策定に関

する研究」研究班報告書）等を参考とする。 

キ 救護病院に準じる医療救護施設の施設及び設備等は、救護病院に準じること。 

(4) 救護病院運営指針 

ア 救護病院医療救護計画の作成 

救護病院の管理者は、災害時の医療救護活動について、あらかじめ、医療従事者

の参集手順や災害対策本部設置手順、役割分担及びローテーション、トリアージエ

リアや患者収容スペース等施設設備の利用方法、入院患者への対応等に関する計画

を作成する。 

なお、救護病院医療救護計画の作成にあたっては、市町医療救護計画との整合性

を図るものとする。 

イ 災害発生時等の初動体制（ＣＳＣＡの確立）［用語集－１０］ 

    救護病院の管理者は、災害発生時等（「災害発生時等」の定義は、救護所参集基準

に準じる）に直ちに災害対策本部を設置し、院内指揮系統を確立するとともに、患

者及び職員の安全を確保の上、院内被害状況等を調査、把握し、患者受入れの可否

等を広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に入力し、市町に報告する。 

    なお、ＥＭＩＳが使用できない場合は、衛星電話や防災行政無線等、他の通信手

段で報告する。（［様式・資料編２Ｐ、４Ｐ］大規模地震等に関する情報及び広報活動実施

要領様式332-2・332-3を使用） 

    初動体制の構築にあたっては、次に示すＣＳＣＡの概念に留意し、その確立を最

優先とする。 
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Ｃ Ｓ Ｃ Ａ 概 念 

Ｃ Command&Control 指揮統制 災害対策本部設置、院内指揮系統確立 

Ｓ Safety 安全確保 患者及び職員の安全確保 

Ｃ Communication 情報収集・伝達 院内被害状況調査・把握、ＥＭＩＳ入力

Ａ Assessment 状況評価 状況評価に基づく活動方針の決定 

ウ 医療救護活動に必要な措置の要請 

災害時において、救護病院の管理者は、医療チームの派遣や、医薬品等の物資供

給等、医療救護活動に必要な措置について市町に要請する。 

市町は、要請への対応が困難な場合、ふじのくに防災情報共有システム（ＦＵＪ

ＩＳＡＮ）に入力し、県に要請する。 

なお、ＦＵＪＩＳＡＮが使用できない場合は、防災行政無線等、他の通信手段で

要請する。（［様式・資料編６Ｐ］大規模地震等に関する情報及び広報活動実施要領様式

103を使用） 

エ 医療救護活動体制 

    救護病院の医療救護活動は24時間体制とする。 

オ 医療チーム受入れ体制の整備 

    救護病院の管理者は、他の医療機関の医療チームの支援を円滑に受け入れること

ができるよう、あらかじめ医療チームの待機場所や対応の担当者を定めておく等の

体制を整えておく。 

カ 定期的な訓練の実施等 

救護病院の管理者は、災害発生時は直ちに医療救護活動を円滑に開始できるよう、

定期的な訓練を実施するとともに、周辺地域の救護所や、医療圏内の災害拠点病院

との役割分担を明確にし、大規模災害時にその役割を充分に果たすため、定期的な

図上訓練、患者搬送実働訓練等の実施に努める。 

    また、病院職員の広域医療搬送トリアージ基準［様式・資料編２４Ｐ］習熟に努め、災

害拠点病院を中心とした広域医療搬送体制を補完できるよう努める。 

５ 患者搬送体制の整備 

(1) 市町は、被災現場から救護所、救護病院及び災害拠点病院までの患者搬送体制をあ

らかじめ整備する。 

 (2) 市町は、災害時においては消防機関の救急車等、平時の患者搬送手段が大幅に不足

する事態に備え、患者搬送車両、搬送要員、資器材及びヘリポート等の確保に努める

とともに、災害時の患者搬送体制について、自主防災組織や消防機関、旅客運送事業

者団体等の関係機関と事前に協議しておく。 

 (3) 市町は、ヘリコプターによる患者搬送体制を万全なものとするため、定期的な関係

機関との協議及び患者搬送訓練を実施する。 

６ 地域災害医療対策会議への参画［用語集－３］ 

(1) 市町は、平時から、県が原則として二次医療圏単位で設置する地域災害医療対策会
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議に参画し、周辺市町等の災害医療関係者とのネットワークを構築する。 

(2) 市町は、大規模災害時において、地域の災害医療関係者が市町経由で県方面本部（保

健所）と連携する通常の災害医療体制に加え、必要に応じ、地域の災害医療関係者が

市町を経由せず、県方面本部（保健所）及び県が委嘱する災害医療コーディネーター

［用語集－４］と直接連携し、円滑に医療資源の需給調整等を行うコーディネート体制の

整備推進に配慮するものとする。 

７ 津波被害等への対応 

(1) 市町は、想定津波浸水域等に医療救護施設が立地している場合、当該施設での医療

救護活動が困難となる事態を想定し、あらかじめ代替手段を検討しておく。 

(2) 市町は、施設全体が避難する必要が想定される医療機関について、入院患者の受入

れ先及び搬送手段が確保できるよう、事前に関係機関と調整しておく。 

(3) 市町は、地震や津波等の災害発生により、医療機関が孤立する等の懸念がある場合

は、医療機関からの報告を待たず、患者及び職員の安否確認を実施する。 

なお、通信が途絶している場合は、職員等の派遣による確認も検討する。 

(4) 市町は、大規模災害時の患者受入れ先や搬送手段の確保が困難な場合、県に対応を

要請する。 

８ 医療救護施設に指定しない医療機関に対する対応 

(1) 市町は、大規模災害時においては、医療救護施設として指定しない医療機関につい

ても被害状況の把握に努める。 

(2) 市町は、医療救護施設として指定しない医療機関についても、必要に応じ医療救護

活動に参加できるよう、あらかじめ医療機関の管理者等と連携を図る。 

９ 医療救護施設からの遺体搬送 

市町は、医療救護施設における医療救護活動が円滑に実施されるようにするため、遺

体処理計画に基づき、医療救護施設に収容された遺体の搬送体制の整備を図る。 

10 「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」が発せられた場合の準備体制 

(1) 市町は、医療救護活動の準備を関係機関に要請する。 

(2) 市町は、救護所の設備及び資器材を点検・配置し、救護所の開設準備を開始する。 

(3) 市町は、患者搬送体制を確認し、必要な準備、関係機関との調整を行う。 

(4) 市町は、住民に対し、医療救護施設情報を周知する。 

(5) 市町は、「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」が発せられた場合も、救急医療

体制が維持できるよう、関係機関と調整を図る。 
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第５ 県広域計画 

１ 県の役割 

  県は、国及び他の都道府県と連携し、市町のみでは対応できない広域的な医療救護活

動を行うため、あらかじめ災害拠点病院を指定するとともに、重症患者の広域医療搬送

体制や、医療にかかる広域受援体制を整備する。 

 

○静岡県災害拠点病院・航空搬送拠点指定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 医療救護施設（災害拠点病院・災害拠点精神科病院）の指定 

(1) 県は、災害拠点病院又は災害拠点精神科病院を指定する。 

(2) 県は、災害拠点病院又は災害拠点精神科病院の機能が充分発揮できるよう、施設、

設備、運営体制の整備に努める。 

(3) 本県における災害拠点病院又は災害拠点精神科病院の指定状況（2019年４月）は 

次のとおり。なお、下表の病院は、いずれも災害拠点病院。災害拠点精神科病院は指

定検討中。 
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医療圏 病院名 医療圏 病院名 

賀茂 指定なし 焼津市立総合病院 

熱海伊東 
伊東市民病院 

国際医療福祉大学熱海病院 
藤枝市立総合病院 

順天堂大学医学部附属静岡病院 

志太榛原 

市立島田市民病院 

国立病院機構静岡医療センター 中東遠総合医療センター 

三島総合病院 
中東遠 

磐田市立総合病院 
駿東田方 

沼津市立病院 浜松医科大学附属病院 

富士市立中央病院 浜松医療センター 
富士 

富士宮市立病院 聖隷三方原病院 

静岡市立清水病院 浜松赤十字病院 

静岡県立総合病院（基幹災害拠点病院）

西部 

聖隷浜松病院 

静岡赤十字病院 

静岡済生会総合病院 

静岡 

静岡市立静岡病院 

３ 災害拠点病院指定運営指針 

(1) 災害拠点病院の役割 

  ア 医療救護対象者の重症度・緊急度の判定・選別（トリアージ） 

イ 他の医療救護施設で対応困難な重症患者の受入れ及び処置 

ウ 重症患者の航空搬送拠点等への搬送手配 

エ ＤＭＡＴ等医療チームの受入れ及び派遣 

オ 地域の医療機関への応急用資器材の貸出し 

(2) 災害拠点病院指定方針 

  ア 県は、平成24年３月21日付け厚生労働省医政局長通知「災害時における医療体

制の充実強化について」［様式・資料編２５Ｐ］及び平成 29 年３月 31 日付け厚生労働省

医政局長通知「災害拠点病院指定要件の一部改正について」［様式・資料編３３Ｐ］（以下

「国通知」という）で定める指定要件を満たす「地域災害拠点病院」を、原則とし

て二次医療圏に１か所指定する。 

イ 県は、必要に応じ、人口20万人あたり 1か所を目安とし、二次医療圏に複数の地

域災害拠点病院を指定することができる。 

  ウ 県は、災害拠点病院のうち、災害医療に関して県の中心的な役割を果たす「基幹

災害拠点病院」について、原則として１か所指定する。 

  エ 災害拠点病院の指定にあたっては、当該病院の指定要望に基づき、県は、当該病

院の所在する市町及び所在する二次医療圏の地域医療協議会を経て、静岡県救急・

災害医療対策協議会、静岡県医療審議会の同意、承認を得る。 

  オ 県は、指定した災害拠点病院が要件に合致しているかどうかを毎年（原則として

４月１日時点）確認し、国通知で認める場合を除き、指定要件を満たさなくなった

場合には指定の解除を行う。 

  カ 県は、災害拠点病院が被災する可能性があることを想定し、近隣の広場を確保し、

仮設の救護所等として使用する場合があることについて、地域住民の理解を得るよ

う努める。 
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(3) 災害拠点病院運営指針 

  ア 災害拠点病院医療救護計画の作成 

災害拠点病院の管理者は、災害時の医療救護活動について、あらかじめ、医療従

事者の参集手順や災害対策本部設置手順、役割分担及びローテーション、トリアー

ジエリアや患者収容スペース等施設設備の利用方法、入院患者への対応等に関する

計画を作成する。 

  イ 災害発生時等の初動体制（ＣＳＣＡの確立）［用語集－１０］ 

    災害拠点病院の管理者は、災害発生時等（「災害発生時等」は、救護所参集基準に

準じる）に直ちに災害対策本部を設置し、院内指揮系統を確立するとともに、患者

及び職員の安全を確保の上、院内被害状況等を調査、把握し、患者受入れの可否等

を広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に入力することで県に報告する。 

    なお、ＥＭＩＳが使用できない場合は、衛星電話等、他の通信手段で報告する。 

    初動体制の構築にあたっては、次に示すＣＳＣＡの概念に留意し、その確立を最

優先とする。 

Ｃ Ｓ Ｃ Ａ 概 念 

Ｃ Command&Control 指揮統制 災害対策本部設置、院内指揮系統確立 

Ｓ Safety 安全確保 患者及び職員の安全確保 

Ｃ Communication 情報収集・伝達 院内被害状況調査・把握、ＥＭＩＳ入力

Ａ Assessment 状況評価 状況評価に基づく活動方針の決定 

ウ 医療救護活動に必要な措置の要請 

災害時において、災害拠点病院の管理者は、医療チームの派遣等、医療救護活動

に必要な措置について、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）への入力や、

衛星電話等により、県に要請する。 

エ 広域医療搬送への対応 

    災害拠点病院は重症患者の広域医療搬送について中心的な役割を果たす必要があ

るため、災害拠点病院の管理者は、病院職員の広域医療搬送トリアージ基準［様式・

資料編２４Ｐ］習熟に努めるとともに、病院敷地内、あるいは病院近接地のヘリコプ

ター離着陸場への患者搬送手順について、定期的な訓練を実施する。 

    また、大規模災害時は、県及び県が指定する航空搬送拠点と連携し、重症患者の

航空搬送拠点への搬送手配を行う。 

オ ＤＭＡＴ活動拠点本部が設置された場合の対応 

    静岡県ＤＭＡＴ調整本部によりＤＭＡＴ活動拠点本部が設置された場合、災害拠

点病院の管理者は、ＤＭＡＴ活動拠点本部の設置運営に協力するものとする。 

カ 定期的な訓練の実施等 

災害拠点病院の管理者は、災害発生時は直ちに医療救護活動を円滑に開始できる

よう、事業継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）に基づく定期的な訓練

を実施する。 
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地域災害拠点病院は地域の災害医療の中心的な役割を果たす医療救護施設である

ことから、地域災害拠点病院の管理者は、周辺地域の救護病院、市町、消防、県、

医師会等関係団体とともに、定期的な訓練を実施する。 

 

○ 広域医療搬送・広域受援概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 災害拠点精神科病院指定運営指針 

(1) 災害拠点精神科病院の役割 

  ア 災害時における、医療保護入院、措置入院等の精神科医療の提供 

イ 医療救護施設等で対応困難な精神疾患等患者の受入れ 

ウ 被災精神科病院からの患者の受入れ 

(2) 災害拠点精神科病院指定運営方針 

  ア 県は、平成29年３月31日付け厚生労働省医政局地域医療計画課長通知「疾病・

事業及び在宅医療に係る医療体制について」の別紙「疾病・事業及び在宅医療に係

る医療提供体制構築に係る指針」中「災害時における医療体制の構築に係る指針」

に基づき制定した、「静岡県災害拠点精神科病院指定要綱」で定める指定要件を満た

す「地域災害拠点精神科病院」を、原則として二次医療圏（精神科病院がない熱海・

伊東圏域を除く。）に１か所指定する。 

イ 県は、災害拠点精神科病院のうち、災害医療に関して県の中心的な役割を果たす

「基幹災害拠点精神科病院」について、原則として１か所指定する。 
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  ウ 災害拠点精神科病院の指定にあたっては、当該病院の指定要望に基づき、県は、

当該病院の所在する市町及び所在する二次医療圏（精神科病院がない熱海・伊東圏

域を除く。）の地域医療協議会を経て、静岡県救急・災害医療対策協議会、静岡県医

療審議会の同意、承認を得る。ただし、基幹災害拠点精神科病院については、地域

医療審議会を経ず、静岡県救急・災害医療対策協議会、静岡県医療審議会の同意･

承認を得る。 

  エ 県は、指定した災害拠点精神科病院が要件に合致しているかどうかを毎年（原則

として４月１日時点）確認し、指定要件を満たさなくなった場合には指定の解除を

行う。 

  オ 災害拠点精神科病院の運営については災害拠点病院運営指針に準じる。 

５ 重症患者の広域医療搬送 

(1) 広域医療搬送の考え方 

広域医療搬送とは、大規模災害時の重症患者のうち、県内での治療が困難であって、

発災直後から被災地外の医療施設において緊急に手術や処置などを行うことにより、

生命・機能予後の改善が十分期待され、かつ搬送中に生命の危険の少ない病態の患者

を、被災地外の医療施設まで航空機で迅速に搬送し、根治的な治療を行うことである。 

広域医療搬送の対象となる重症患者の症状例は、次のとおり。 

広 域 医 療 搬 送 対 象 患 者 

頭、胸、腹部等に中等度の外傷がある患者 

身体の一部が家屋に挟まれた等の既往がある患者（クラッシュ症候群） 

全身に中等度以上の熱傷がある患者 

(2) 広域医療搬送における県の役割 

ア 航空搬送拠点の確保 

イ 航空搬送拠点臨時医療施設(ＳＣＵ：Staging Care Unit)の設置、運営 

ウ 災害拠点病院等から航空搬送拠点までの患者搬送手段の確保、調整 

(3) 航空搬送拠点の確保 

本県における航空搬送拠点は次のとおりとする。 

地域 管  内 航空搬送拠点 運営要員 

東部 賀茂・東部方面本部 
愛鷹広域公園 

（沼津市） 

東部方面本部健康福祉

班航空搬送拠点係 

中部 中部方面本部 
静岡空港 

（牧之原市・島田市）

中部方面本部健康福祉

班航空搬送拠点係 

西部 西部方面本部 
航空自衛隊浜松基地 

（浜松市） 

西部方面本部健康福祉

班航空搬送拠点係 

なお、被災状況等により静岡空港等が使用できない場合は、航空自衛隊静浜基地

を航空搬送拠点とする。 

(4) ＳＣＵの設置、運営 

県は、患者の症状の安定化を図り、搬送を実施するための救護所として、航空搬送
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拠点にＳＣＵを設置、運営する。 

ＳＣＵでは、静岡県ＤＭＡＴ調整本部の指揮の下、県外ＤＭＡＴを中心に広域医療

搬送対象患者の容態安定化措置及び再トリアージを実施する。 

(5) 航空搬送拠点までの患者県内搬送手段の確保、調整 

   県は、災害拠点病院等から航空搬送拠点まで重症患者を搬送（患者県内搬送）する

ため、ヘリコプター等の搬送手段を確保し、運航調整を行う。 

   患者県内搬送においては、ドクターヘリに加え、県と（財）日本救急医療財団が締

結する「災害時の航空機による医療搬送等業務の協力に関する協定」に基づき、指定

航空会社にもヘリコプターの派遣を要請する。また、迅速な搬送が可能である場合は、

市町の定める計画の下で、救急車等の車両による陸上搬送についても検討する。 

(6) 広域医療搬送の活動手順 

ア 県は、大規模災害発生後速やかに、航空搬送拠点施設の使用可否を確認し、使用

可能な場合は、施設管理者に対し航空搬送拠点施設の使用を申請する。 

イ 県は、国に対し、広域医療搬送の実施を要請する。 

ウ 県は、ＳＣＵ開設運営に必要な人員を航空搬送拠点に派遣し、開設準備を行う。 

エ 県は、ヘリコプター等の患者県内搬送手段について、関係機関に要請する。 

オ 国は、広域医療搬送の実施を決定するとともに、被災地外都道府県等に対し、航

空搬送拠点へのＤＭＡＴ派遣を要請する。 

カ 国は、広域医療搬送計画を決定のうえ、広域医療搬送患者情報管理システム（Ｍ

ＡＴＴＳ）への掲載等により周知し、県は、関係機関に伝達する。 

キ 県は、確保したヘリコプター等を航空搬送拠点に配置する。 

ク 災害拠点病院等は、広域医療搬送が必要な場合、患者搬送に使用可能なヘリポー

トを確保し、県に対し、ヘリコプターの派遣を要請する。 

ケ 国は広域医療搬送用自衛隊機を手配し、県外ＤＭＡＴを各航空搬送拠点に派遣す

る。 

コ 県は、災害拠点病院等からの要請を踏まえ、災害拠点病院等にヘリコプターを配

置する。 

サ 県は、次の事項を確認のうえ、患者県内搬送開始を決定する。 

なお、患者県内搬送の開始は、大規模災害発生後８時間を想定する。 

患者県内搬送開始に当たっての確認事項 

広域医療搬送用自衛隊機及びＤＭＡＴの航空搬送拠点への到着 

患者県内搬送用ヘリコプターの災害拠点病院等への配置 

ＳＣＵの開設 

患者県内搬送は原則として、災害拠点病院から航空搬送拠点への重症患者搬送で

あるが、必要に応じ、救護病院等からの搬送も行う。 

シ 災害拠点病院等は、広域医療搬送トリアージ基準［様式・資料編２４Ｐ］に該当する広

域医療搬送対象患者を選定し、患者県内搬送用ヘリコプターにて搬送する。 
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ス ＳＣＵでは、県とＤＭＡＴが連携し、患者県内搬送用ヘリコプター等で搬送され

た広域医療搬送対象患者の容態安定化措置及び再トリアージを実施する。 

セ 県は、静岡県ＤＭＡＴ調整本部が設置するドクターヘリ調整部及びドクターヘリ

基地病院（順天堂大学医学部附属静岡病院、聖隷三方原病院）等と連携し、患者県

内搬送用ヘリコプターの運航調整を行う。 

ソ ＳＣＵで再トリアージされ、広域医療搬送対象となった患者は、広域医療搬送用

自衛隊機により県外航空搬送拠点に搬送され、受入れ先の災害拠点病院等の医療機

関まで搬送される。なお、患者搬送情報は、広域医療搬送患者情報管理システム（Ｍ

ＡＴＴＳ）により追跡可能である。 

タ 広域医療搬送活動は、原則として大規模災害発生後72時間までとする。 

(7) 広域医療搬送にかかる留意事項 

ア 患者県内搬送等におけるドクターヘリ等運航管理体制の整備 

東日本大震災を踏まえると、患者県内搬送では全国から参集したドクターヘリが

中心的な役割を担うことが想定され、また、患者県内搬送は航空搬送拠点への患者

搬送の他にも次に例示する搬送が想定される。 

これらの搬送を柔軟に実施するためには、航空搬送拠点や県災害対策本部への専

門人材の配置等が必須であるため、県は、航空関係機関等と連携のうえ、患者県内

搬送用ドクターヘリ等の運航管理体制を整備する。 

なお、ドクターヘリ等の運用に関しては、平成 28年 12月 5日付け厚生労働省医

政局地域医療計画課長通知「大規模災害時のドクターヘリ運用体制構築に係る指針」

［様式・資料編３７Ｐ］及び「南海トラフ地震における静岡県広域受援計画」によるもの

とする。 

想 定 さ れ る そ の 他 の 患 者 県 内 搬 送 

被災現場から航空搬送拠点への直接搬送 

航空搬送拠点から県内医療救護施設への患者県内搬送 

県内医療救護施設間の直接搬送 

大型自衛隊機によらない、ドクターヘリ等による個別の広域（県外）医療搬送 

  イ 陸上搬送等の体制整備 

    患者県内搬送において、迅速な搬送が可能である場合は、市町の定める計画の下

で、救急車等の車両による陸上搬送についても想定し、県は、消防と連携し、災害

拠点病院等から航空搬送拠点への陸上搬送による体制整備に取り組む。 

    また、新東名高速道路等により、県は、県外への広域陸上搬送について、搬送手

段及び患者県外受入れ先を確保するための体制整備に取り組む。 

    その他、海上搬送についても、自衛隊、海上保安庁等と連携し、広域医療搬送を

補完する手段として検討する。 

  ウ 急性期以降の広域医療搬送 

広域医療搬送は、原則として、大規模災害発生直後の重症患者を対象とするが、
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人工透析患者等の難病患者や、医療機関自らの被災等により転院を必要とする入院

患者等について、被災地外での治療が望ましい場合も考えられるため、県は、急性

期以降の広域医療搬送体制整備についても検討する。 

６ 広域受援体制 

大規模災害時は、非常に多数の負傷者の発生や、医療救護施設及び医療従事者の被災

による医療機能の低下により、医療の需要と供給のバランスが大きく崩れ、県内の医療

救護施設だけでは必要な対応ができない事態が想定される。 

このため、県は、医療の需給バランスを可及的速やかに回復させるため、保健医療調

整本部［用語集－１１］を設置し、医療救護期間区分に応じた広域受援体制を整備する。ま

た、医療救護施設等の保健医療ニーズを把握・分析した上で、被災地外から保健医療活

動チーム［用語集－１２］を受入れ、県内地域への配置調整を行う。 

  なお、被災者の診療録など保健医療活動の記録及び報告のための統一的な様式として、

平成29年 7月 5日付け厚生労働省通知「大規模災害時の保健医療活動に係る体制の整備

ついて」［様式・資料編４７Ｐ］に掲げる様式等［様式・資料編７～２０Ｐ］を参考とし、情報連携を

図るものとする。 

(1) フェーズⅠ【災害超急性期（発災～48時間）】 

災害超急性期は、ＤＭＡＴ（県外）等による支援を中心に受け入れる。 

ただし、発災後24時間程度は、被災地外医療チームによる地域への直接的な支援は

困難であることを想定している。 

ア ＤＭＡＴの受入れ 

(ｱ) 県は、国に対する広域医療搬送要請及び被災地外都道府県に対するＤＭＡＴ派

遣要請により、本県へのＤＭＡＴ派遣を要請する。 

(ｲ) ＤＭＡＴは、被災地域での活動（病院支援、地域医療搬送、現場活動等）及び

広域医療搬送活動（ＳＣＵ活動、航空機内の医療活動等）に従事する。 

(ｳ) 被災地域で活動するＤＭＡＴは、原則として車両等で陸路参集し、広域医療搬

送活動に従事するＤＭＡＴは、広域医療搬送用自衛隊機やドクターヘリ等で航空

搬送拠点に空路参集する。 

(ｴ) ＤＭＡＴの具体的な活動内容は、「日本ＤＭＡＴ活動要領」等によるものとす

る。 

イ 静岡県ＤＭＡＴ調整本部の設置 

(ｱ) 県は、県内で活動するすべてのＤＭＡＴを指揮する静岡県ＤＭＡＴ調整本部を

設置する。 

(ｲ) 静岡県ＤＭＡＴ調整本部は県の指揮下に置く。 

(ｳ) 静岡県ＤＭＡＴ調整本部の具体的な活動内容は、「静岡ＤＭＡＴ運用計画」で

規定する。 

ウ 緊急輸送ルートの確保 

県は、陸路参集ＤＭＡＴ等が東名高速道路及び新東名高速道路のＩＣ（インター

チェンジ）から災害拠点病院及び航空搬送拠点等へ円滑に進出するための「緊急輸
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送ルート」を、「南海トラフ地震における静岡県広域受援計画」に定める。 

エ 陸路参集ＤＭＡＴの受入れ手順 

(ｱ) 県は、陸路参集ＤＭＡＴの集結場所として、「進出拠点」を設ける。 

(ｲ) 進出拠点は、静岡県以東のＤＭＡＴに対しては東名高速道路足柄ＳＡ、静岡県

以西のＤＭＡＴに対しては新東名高速道路浜松ＳＡを基本とする。 

(ｳ) 静岡県ＤＭＡＴ調整本部は、陸路参集ＤＭＡＴに進出拠点を周知する。また、

進出拠点が変更された場合は速やかに周知する。 

(ｴ) 県は、静岡県ＤＭＡＴ調整本部と連携し、陸路参集ＤＭＡＴの参集状況を把握

した上で、被害状況や、災害拠点病院等からの要請を踏まえ、各ＤＭＡＴの派遣

先を決定する。 

(ｵ) 静岡県ＤＭＡＴ調整本部は、派遣先を各ＤＭＡＴに伝達し、県は、派遣先災害

拠点病院等に伝達する。 

(ｶ) 県は、進出拠点に県方面本部交通誘導係を派遣し、参集したＤＭＡＴに対し、

災害拠点病院及び航空搬送拠点等への緊急輸送ルート等について情報提供を行う。 

(ｷ) 災害拠点病院の管理者は、派遣されたＤＭＡＴを受け入れ、その活動を指揮す

る。 

オ ＤＭＡＴ活動拠点本部の設置 

静岡県ＤＭＡＴ調整本部は、必要に応じて災害拠点病院等にＤＭＡＴ活動拠点本

部を設置し、ＤＭＡＴ活動拠点本部は、静岡県ＤＭＡＴ調整本部の指揮下で、参集

したＤＭＡＴの指揮及び調整等を行う。 

カ 被災地域で活動する空路参集ＤＭＡＴの移動手段確保 

県は、航空搬送拠点に空路参集したＤＭＡＴのうち、被災地域で活動するＤＭＡ

Ｔの災害拠点病院等までの移動手段を確保し、輸送する。 

キ ＤＰＡＴ先遣隊の受入れ 

(ｱ) 県は、国に対する被災地外都道府県に対するＤＰＡＴ［用語集－１３］派遣要請に

より、本県へのＤＰＡＴ派遣を要請する。 

(ｲ) ＤＰＡＴ先遣隊は、本部機能の立ち上げやニーズアセスメント、急性期の精神

科医療ニーズへの対応等の役割を担う。 

(ｳ) 被災地域で活動するＤＰＡＴは、原則として車両等で陸路参集する。 

(ｴ) ＤＰＡＴの具体的な活動内容は、「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動

要領」等によるものとする。 

(ｵ) 県は、県内で活動するすべてのＤＰＡＴを指揮する静岡県ＤＰＡＴ調整本部を

設置する。静岡県ＤＰＡＴ調整本部は県の指揮下に置く。 

(ｶ) 静岡県ＤＰＡＴ調整本部の具体的な活動内容は、「静岡ＤＰＡＴ活動マニュア

ル」で規定する。 

(ｷ)  静岡県ＤＰＡＴ調整本部は、必要に応じてＤＰＡＴ活動拠点本部を設置し、Ｄ 

ＰＡＴ活動拠点本部は、静岡県ＤＰＡＴ調整本部の指揮下で、参集したＤＰＡＴ

の指揮及び調整等を行う。 
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(2) フェーズⅡ【災害急性期（３日～１週間）】 

災害急性期は、保健医療活動チームによる地域への支援が活発化するが、東日本大

震災等において、行政機能の低下等により、参集した保健医療活動チームが支援を必

要とする場に適切に配置されない状況が各地で生じたことを踏まえ、各医療圏におい

て、参集した保健医療活動チームを円滑に受入れ、適切に配置調整するコーディネー

ト体制を整備する。 

災害急性期は、日本赤十字社の救護班や、日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ） 

［用語集－９］、ＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チーム）［用語集－１４］等による支援

を中心に受け入れる。 

独立行政法人国立病院機構の病院や、独立行政法人国立大学病院等による支援も受

け入れる。 

ＤＭＡＴの活動は段階的に縮小する一方、被災地外都道府県が編成した医療チーム

による支援が始まる。 

 ＤＰＡＴの活動は、ＤＰＡＴ先遣隊からその後に活動するチームに引き継がれる。 

ア 平時における地域災害医療対策会議の設置［用語集－３］ 

(ｱ) 県は、主に災害急性期以降の医療資源需給調整体制を確立するため、平時にお

いて、原則として二次医療圏単位で地域災害医療対策会議を設置し、地域の災害

医療関係者のネットワークを構築する。 

(ｲ) 地域災害医療対策会議は、市町、災害拠点病院、救護病院、郡市医師会、郡市

歯科医師会、地域薬剤師会、看護協会（地区支部）、保健所、地域危機管理局、消

防本部等に所属する、地域の災害医療関係者で構成する。 

(ｳ) 地域災害医療対策会議は、次に掲げる事項について情報・意見交換を行い、災

害時の円滑な医療資源需給調整体制構築を推進する。 

① 県が委嘱し、大規模災害時の医療資源需給調整に関する保健所長業務を補完

する、災害医療コーディネーター候補者の選出 

② 県が委嘱し、地域災害医療対策会議及び災害医療コーディネーターを統括す

る、統括災害医療コーディネーター候補者の選出 

③ 大規模災害時の災害医療コーディネーター活動体制（参集場所等） 

④ 大規模災害時の想定傷病者数に対する、医療資源、搬送体制 

⑤ 大規模災害時に医療救護施設等の医療ニーズを適切かつ詳細に把握・分析す

るための連絡通信体制 

⑥ 大規模災害時に円滑に医療チームを配置調整するための、配置先医療救護施

設の基本的な優先順位付け 

⑦ 大規模災害時の医療救護活動に必要な道路被害状況の把握や、医薬品、食料、

飲料水等の供給確保体制 

⑧ その他、各地域での災害医療関係者の連携体制構築に必要な事項 

イ 災害医療コーディネーター［用語集－４］ 

(ｱ) 災害医療コーディネーターの委嘱等 
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県は原則として市町経由で地域の災害医療関係者と連携するが、大規模災害時

に通常の災害医療体制では十分な対応ができない状況を想定し、二次医療圏単位

等で円滑に医療資源の需給調整等を行うコーディネート体制を整備するため、各

医療圏に複数名の災害医療コーディネーターを委嘱する。 

また、災害医療コーディネーターのうちから、地域災害医療対策会議及び災害

医療コーディネーターを統括する、統括災害医療コーディネーターを選定する。 

災害医療コーディネーターは、災害拠点病院の医師を中心に、郡市医師会の医

師等を含めるものとする。 

県は、災害医療コーディネーターを委嘱し、災害医療コーディネーターがチー

ム体制で継続的に活動できるよう、多職種の災害医療関係者を対象とした研修・

訓練体制等の充実を図る。 

(ｲ) 災害医療コーディネーターの役割 

災害医療コーディネーターは、地域災害医療対策会議で平時に構築した災害医

療関係者のネットワークを活用し、大規模災害時の医療資源需給調整に関する保

健所長業務を補完する。 

災害医療コーディネーターは保健所長に提言・要請し、その実施指示により活

動する。なお、その活動に係る実施責任は保健所長が負う。 

(ｳ) 災害時の活動 

① 活動場所への参集 

 ・発災後 48 時間以内を目安に、保健所等活動場所に参集（業務調整員の同行  

を推奨） 

② 状況把握（サーベイランス） 

・保健所、市町が入手済みの医療救護施設活動情報や道路被害状況等を把握 

・県外医療チーム配置情報を県から入手 

③ 状況分析（アセスメント） 

・未入手情報の整理及び必要に応じた行政以外からの情報入手 

・支援の必要な地域、優先順位の分析 

④ 医療資源需給調整（コーディネート） 

・地域内の医療機関の状況を把握、分析し、医療チームの配置調整、集約化や

支援を実施 

・必要に応じ、県に対し医療チームの派遣を要請（災害拠点病院は原則として

県が直接派遣調整） 

・参集した医療チームへの活動指示、情報共有 

・災害薬事コーディネーターと連携し、医薬品等の供給を確保 

・小児や妊産婦の支援にかかる災害時小児周産期リエゾン［用語集－１５］との連 

 携 

     ・健康危機管理の調整にかかるＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チーム） 

［用語集－１４］との連携 
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○災害時（３日～１週間）における災害医療コーディネーターの役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 日本赤十字社救護班の受入れ 

(ｱ) 日本赤十字社救護班は、原則として救護所を開設して医療救護を行うが、状況

に応じて被災現場において医療救護を行うほか、避難所等を巡回して診療を行う。 

フェーズⅠにおける活動も想定され、フェーズⅠから切れ目なくフェーズⅡへ

活動を継続することが可能である。 

なお、日赤ＤＭＡＴは、原則としてＤＭＡＴの指揮系統下で活動する。 

(ｲ) 日本赤十字社救護班は、「日本赤十字社東海地震対応計画」等に基づき、被災

状況の判明を待たずに医療救護活動を開始するが、県は、日本赤十字社静岡県支

部と連携し、救護班の運用について必要な要請及び調整を行う。 

(ｳ) 日本赤十字社は、通常の救護班のほか、被災地における緊急仮設診療所、巡回

診療所等の活動拠点、後方搬送における傷病者の一時収容場所、被災医療施設の

ための支援機能を持つ国内型緊急対応ユニット（ｄＥＲＵ）で活動する、ｄＥＲ

Ｕ救護班を派遣する。 

エ 日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）［用語集－９］の受入れ 

(ｱ) ＪＭＡＴは、災害発生時、被災地の都道府県医師会の要請に基づく日本医師会

からの依頼により、全国の都道府県医師会が郡市区医師会や医療機関などを単位

として編成する災害医療チームである。 
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(ｲ) ＪＭＡＴの活動内容は、主に災害急性期以降における避難所・救護所等での医

療や健康管理、被災地の病院・診療所への支援等であり、直接的な医療救護活動

以外の健康支援活動等も想定されている。 

(ｳ) 本県の災害時におけるＪＭＡＴの派遣は、静岡県医師会から日本医師会の要請

に基づくため、県は、静岡県医師会に対し、ＪＭＡＴの派遣及び受入れについて

必要な要請及び調整を行う。 

(ｴ) 被災地に派遣されたＪＭＡＴは、原則として郡市医師会のコーディネート下で

活動するため、市町及び県は、郡市医師会と連携し、ＪＭＡＴの活動調整を行う。 

(3) フェーズⅢ【災害亜急性期～中長期（１週間～１ヶ月）】 

災害亜急性期以降は、被災地外都道府県が編成した医療チームによる支援が中心に

なると想定しており、県は、災害対策基本法第 74条の規定に基づき、被災地外都道府

県に医師等医療救護活動の応援を求める。 

また、特定非営利活動法人日本災害医療支援機構（ＪＶＭＡＴ）や特定非営利活動

法人アムダ（ＡＭＤＡ）等のＮＰＯ団体等による支援も受け入れる。 

二次医療圏単位の医療資源需給調整は保健所が行い、直接的な医療救護活動から、

保健師等を中心とした健康支援活動において求められる医療の提供へ徐々に移行する。 

ＤＰＡＴは保健所等と連携し、被災地域での精神科医療及び精神保健活動の支援を

行う。 

なお、地域の医療機能を早期に回復するため、できるだけ速やかに平時の保険診療

へ移行することが望ましい。 

７ 県災害対策本部健康福祉部医療救護班の業務 

県は、県災害対策本部健康福祉部医療救護班を編成し、本計画に基づく県内の災害時

医療救護活動を所管する。 

医療救護班は次の各チームで構成される。 

チーム名 所管課 主な業務 

医療救護 地域医療課 
医療救護施設開設被害状況把握、広域医療搬

送、広域受援等 

医薬品等の確保 薬事課 
医薬品等及び輸血用血液の確保・供給、薬剤

師の確保 

人工透析患者等支援 疾病対策課 人工透析患者・難病患者・結核患者の支援 

精神科病院 障害福祉課 精神科病院の被害状況把握、患者搬送調整 

国民健康保険 国民健康保険課 災害時の保険診療の取扱い 

８ 県災害対策本部方面本部健康福祉班の業務 

各健康福祉センターは、県災害対策本部方面本部健康福祉班を編成し、本計画に基づ

く所管市町の災害時医療救護活動を所管する。 

また、東部、中部、西部の各健康福祉センターは、県災害対策本部方面本部健康福祉

班航空搬送拠点係を編成し、広域医療搬送活動に関する業務を所管する。 
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９ 「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」が発せられた場合の準備体制 

(1) 県は、災害拠点病院に対し、医療救護活動の準備を要請する。 

(2) 県は、医師会、歯科医師会、薬剤師会、病院協会、看護協会等の医療関係団体及び

国等に対し、医療救護の応援準備を要請する。 

(3) 県は、航空搬送拠点施設との連絡調整や、ＳＣＵの設備及び資器材を点検・配置す

る等、広域医療搬送の準備を行う。 
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第６ 医薬品等及び輸血用血液の確保・供給計画 

 

１ 事前の備え 

対象 内容 

医療救護施設 

（救護所を除く） 

・医薬品等の備蓄（３日分） 

県 ・医薬品卸業者等（静岡県医薬品卸業協会、静岡県医療

機器販売業協会、一般社団法人日本産業・医療ガス協

会）、公益社団法人静岡県薬剤師会及び静岡県赤十字血

液センターとの連携強化 

・医薬品等の確保・供給や薬剤師の確保・派遣を円滑に

行うための体制の強化（災害薬事コーディネーター

［用語集－５］の養成等） 

市町 ・救護所で使う医薬品等や薬剤師の備蓄 

・地域薬剤師会（薬局）や医薬品卸業者等との連携確認

医薬品卸業者等 ・供給体制の確認（緊急車両の指定、市町等との連携確

認、県内外の支店等との間の輸送手段の確保） 

静岡県赤十字血液センター ・供給体制の確認（日本赤十字社東海北陸ブロック血液

センター（愛知県）からの輸送手段の確保） 

（公社）静岡県薬剤師会 ・日本薬剤師会及び地域薬剤師会との連携確認 

２ 準備体制 

  南海トラフ地震に関する情報（臨時）が発表された段階で、次の準備体制に入る。 

  なお発災後においては、次の各項目に加え、被害状況等について確認、報告する。 

(1) 医薬品等 

ア 市町 

管内の医薬品卸業者等及び地域薬剤師会に対する連絡体制を確認する。 

イ 保健所 

(ｱ) 管内の医薬品卸業者等に対する連絡体制を確認する。 

(ｲ) 医薬品等備蓄センターからの供給体制を整える。 

(ｳ) 地域薬剤師会に対し、支援体制の準備を要請する。 

ウ 健康福祉部薬事課 

(ｱ) 医薬品卸業者等に供給体制の準備を要請する。 

(ｲ) 県薬剤師会に対し、支援体制の準備を要請する。 

エ 医薬品卸業者等 

(ｱ) 医薬品等の在庫状況を確認し、供給体制を整える。 

(ｲ) 指定されている緊急車両を確保・待機させる。 

(ｳ) 健康福祉部薬事課に在庫状況及び供給体制の準備状況を報告する。 

(ｴ) 在庫の乏しい医薬品等の確保を図る。 

オ 地域薬剤師会 

市町及び保健所の要請に応じ、体制を整える。 

カ 県薬剤師会 

健康福祉部薬事課の要請に応じ、直ちに支援体制を整える。 
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 (2) 輸血用血液 

ア 健康福祉部薬事課 

静岡県赤十字血液センターに供給体制の強化を要請する。 

イ 静岡県赤十字血液センター 

(ｱ) 健康福祉部薬事課からの要請に応じ、在庫状況及び供給可能な輸血用血液（製

剤を含む。）等を把握する。 

(ｲ) 日本赤十字社東海北陸ブロック血液センターに対し、供給体制の強化を図るよ

う要請する。 

(ｳ) 健康福祉部薬事課に在庫状況及び供給体制の状況を報告する。 

３ 供給の要請 

(1) 医療救護施設 

  ア 医薬品等 

(ｱ) 医薬品等が不足した場合は、医療救護施設(救護所を除く。)の管理者は、平時

と同様に医薬品卸業者等に供給を要請する。これにより確保できない場合は、市

町災害対策本部（医療救護本部等を含む。以下、第６において同じ。）に調達・あ

っせんを要請する。 

(ｲ) 救護所の管理者は、市町災害対策本部に調達・あっせんを要請する。 

イ 輸血用血液 

(ｱ) 輸血用血液が不足した場合は、医療救護施設(救護所を除く。)の管理者は、管

轄の血液センターに供給を要請する。これにより確保できない場合は、市町災害

対策本部に調達・あっせんを要請する。 

(ｲ) 救護所の管理者は、市町災害対策本部に調達・あっせんを要請する。 

(2) 市町災害対策本部 

      医療救護施設の管理者及び救護所から要請を受けたときは、災害薬事コーディネー

ターを活用し、次により対応する。 

ア 医薬品等 

(ｱ) 市町において備蓄している医薬品等から調達・あっせんを図る。 

(ｲ) 災害薬事コーディネーターを活用し、管内の医薬品卸業者等に対し、医薬品等

の供給を要請する。 

(ｳ) 市町において確保できない場合は、県方面本部に調達・あっせんを要請する。 

イ 輸血用血液 

        県方面本部に調達・あっせんを要請する。 

４ 調達・あっせん 

 (1) 県方面本部（保健所） 

市町災害対策本部から要請を受けたときは、次により対応する。 

ア 医薬品等 

(ｱ) 管内の医薬品卸業者等に対し、医薬品等の供給を要請する。 

(ｲ) 県方面本部内の医薬品等備蓄センターから調達・あっせんを図る。 

(ｳ) 県方面本部内で確保できない場合は、県災害対策本部へ調達・あっせんを要請

する。 

イ 輸血用血液 

    直ちに、県災害対策本部に調達・あっせんを要請する。 
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(2) 県災害対策本部 

ア 医薬品等 

(ｱ) 県内において医薬品等の不足が予想される場合は、直ちに国に医薬品等の支援

を要請する。 

(ｲ) 県方面本部から調達・あっせんの要請を受けたときは、次により対応する。 

① 県内の医薬品卸業者等に供給を要請する。 

② 当該県方面本部以外の県方面本部に対し、医薬品等備蓄センターから調達・

あっせん及び移送を指示する。 

③ 県内で調達・あっせんができない場合は、国及び災害援助協定締結の都県に

対し、緊急輸送を要請する。 

(ｳ) 医薬品卸業者等から医薬品等の在庫が不足した旨の報告があり、県内で調達・

あっせんが困難な場合には、(ｲ)③と同様に要請する。 

(ｴ)  随時、県方面本部と医薬品等の在庫を共有する。 

イ 輸血用血液 

県方面本部から調達・あっせんの要請を受けたときは、静岡県赤十字血液センタ

ーに供給を要請する。 

(3) 医薬品卸業者等 

ア 市町災害対策本部又は医療救護施設（救護所を除く。）の管理者から医薬品等の供

給要請があった場合は、次により対応する。 

(ｱ) 速やかにその要請に応じるものとする。 

(ｲ) 要請を受けた支店等に在庫がない場合は、自社の他の支店等に供給を要請する。 

(ｳ) (ｲ)によっても、不足する場合は、その旨を市町災害対策本部又は医療救護施

設（救護所を除く。）の管理者に報告する。 

イ 県から医薬品等の供給要請があった場合は、速やかにその要請に応じる。 

ウ 県災害対策本部に在庫状況・供給状況を随時報告する。 

(4) 静岡県赤十字血液センター 

ア 医療救護施設の管理者及び県災害対策本部から輸血用血液の供給要請があった場

合は、速やかにその要請に応じる。 

イ 医療救護施設の管理者及び県災害対策本部の供給要請に応じることが不可能な場

合は、日本赤十字社東海北陸ブロック血液センターに要請する。 

ウ 日本赤十字社東海北陸ブロック血液センターから供給できない場合は、日本赤十

字社血液事業本部に要請する。 

５ 輸送手段 

(1) 医薬品等 

ア 市町災害対策本部 

市町において輸送手段が確保できない場合は、県方面本部に輸送手段の確保を要

請する。 

イ 県方面本部（保健所） 

県方面本部内において輸送手段が確保できない場合は、県災害対策本部に輸送手

段の確保を要請する。 

ウ 県災害対策本部 

(ｱ) 医薬品卸業者等又は県方面本部から輸送手段の確保要請があったときは、指令

部を通じて緊急輸送等の手段を確保する。 
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(ｲ) 県外から緊急輸送を行う場合は、国又は関係都県に輸送手段の確保を要請する。 

エ 医薬品卸業者等 

(ｱ) 医療救護施設への輸送手段が確保できない場合は、要請元に輸送手段の確保を

要請する。 

(ｲ) 県内外の支店等との間の輸送手段が確保できない場合は、県災害対策本部に輸

送手段の確保を要請する。 

(2) 輸血用血液 

ア 静岡県赤十字血液センター 

(ｱ) 医療救護施設（救護所を除く。）への輸送手段が確保できない場合は、県災害

対策本部に輸送手段の確保を要請する。 

(ｲ) 日本赤十字社東海北陸ブロック血液センターからの輸送手段が確保できない

場合は、県災害対策本部に輸送手段の確保を要請する。 

イ 県災害対策本部 

静岡県赤十字血液センターから輸送手段の確保要請があったときは、指令部を通

じて緊急輸送等の手段を確保する。 

６ 薬剤師等の派遣 

(1) 市町災害対策本部 

救護所等において医薬品等の管理・服薬指導等を行う薬剤師等が必要となり、当該

市町において薬剤師等が確保できない場合は、地域薬剤師会に薬剤師等の確保を要請

し、県方面本部にその旨を情報共有する。 

(2) 県方面本部（保健所） 

地域薬剤師会から静岡県薬剤師会に薬剤師等の派遣要請を行った旨の連絡を受けた 

場合は、県災害対策本部にその旨を情報共有する。 

(3) 県災害対策本部 

県方面本部及び静岡県薬剤師会と適宜情報共有し、必要に応じて厚生労働省を通じ

て日本薬剤師会に薬剤師等の派遣を要請する。 

（4） 地域薬剤師会 

市町災害対策本部から薬剤師等の派遣要請を受けた場合は、地域薬剤師会内で調整

し、薬剤師を派遣する。確保できない場合は、静岡県薬剤師会に薬剤師等の派遣を要

請し、県方面本部にその旨を情報共有する。 

（5） 静岡県薬剤師会 

地域薬剤師会から薬剤師等の派遣要請を受けた場合は、静岡県薬剤師会内で調整し、

薬剤師を派遣する。確保できない場合は、日本薬剤師会に薬剤師等の派遣を要請し、

県災害対策本部にその旨を情報共有する。 

７ 災害薬事コーディネーター［用語集－５］ 

(1) 災害薬事コーディネーターの委嘱等 

県は、大規模災害時に通常の災害医療体制では十分な対応ができない状況を想定し、

県又は市町が行う医薬品等の確保・供給及び薬剤師の確保・派遣に関する業務を補完

するため、静岡県薬剤師会から推薦を受けた者を災害薬事コーディネーターとして委

嘱する。 

また、県は委嘱した災害薬事コーディネーターに対する研修・訓練を実施するもの

とする。 
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(2) 配置（活動）場所と役割 

災害薬事コーディネーターは、役割に応じて、各所へ参集し活動する。 

ア 本部災害薬事コーディネーター 

(ｱ) 県災害対策本部 

薬剤師及び医薬品の確保等に関する総括や医薬品等確保チームへの専門的な助

言を行う。 

(ｲ) 静岡県薬剤師会 

地域薬剤師会及び日本薬剤師会（応援都道府県薬剤師会）との薬剤師の受入調

整及び応援薬剤師の受入、派遣調整を行う。 

イ 地域災害薬事コーディネーター 

(ｱ) 方面本部（保健所） 

地域の医薬品等のニーズに関する医薬品卸業者等への供給要請や薬剤師派遣

要請への対応、調整等、方面本部健康福祉班に専門的な助言を行う。 

(ｲ) 市町災害対策本部 

地域の医薬品等のニーズに関する医薬品卸業者等への供給要請や薬剤師派遣

要請への対応、調整等、市町災害対策本部に専門的な助言を行う。 

(ｳ) 地域薬剤師会、市町 

応援薬剤師を受け入れ、必要な場所へ分配するなど、救護所等における応援薬

剤師の運用を行うほか、現場の医薬品等のニーズや薬局の稼動状況等の把握を行

う。 

(3) 指揮命令系統 

災害薬事コーディネーターは配置先の管理者の指揮命令に従う。なお、災害医療コ

ーディネーターが配置されている場合には、十分な連携を図る。 

(4) 参集 

災害薬事コーディネーターは、県災害対策本部、県薬剤師会災害対策本部、県方面

本部、市町災害対策本部・救護所が設置された場合には、速やかに参集するよう努め

る。 

(5) 平時における対応 

災害薬事コーディネーターは、県又は県薬剤師会等が行う研修・訓練への参加に努

める。また、災害薬事コーディネーターは、地域災害医療対策会議における災害医療

関係者のネットワークの構築に協力する。 
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第７ 応援派遣体制 

１ 応援派遣の考え方 

県は、県内における大規模事故や風水害等の局地災害や、県外における大規模災害の

発生により、広域的な医療救護活動が必要な場合の応援派遣体制を整備する。 

２ 静岡ＤＭＡＴの設置 

県は、「静岡ＤＭＡＴ設置運営要綱」に基づき、静岡ＤＭＡＴを設置し、静岡ＤＭＡ

Ｔ指定病院を指定する。 

(1) 静岡ＤＭＡＴの活動内容 

静岡ＤＭＡＴは、災害発生直後（概ね48時間以内）に活動が開始できる機動性を持

った、専門的な研修・訓練を受けた災害派遣医療チームである。 

静岡ＤＭＡＴは、被災地域での活動（病院支援、地域医療搬送、現場活動等）及び

広域医療搬送活動（ＳＣＵ活動、航空機内の医療活動等）に従事する。 

被災地域で活動する静岡ＤＭＡＴは、原則として、被災地域内の災害拠点病院等に

設置されるＤＭＡＴ活動拠点本部に参集し、その調整下で活動する。 

広域医療搬送に携わる静岡ＤＭＡＴは、指定された航空搬送拠点に参集し、ＤＭＡ

Ｔ・ＳＣＵ指揮所の調整下で活動する。 

(2) 静岡ＤＭＡＴの出動基準 

静岡ＤＭＡＴの出動基準は次のとおりとする。 

ただし、県内大規模災害時は、原則として静岡ＤＭＡＴが所属する病院内における

医療救護活動に従事する。 

ア 県内において、災害等により20名以上の重症・中等症の傷病者が発生すると見込

まれる場合 

イ 国あるいは他都道府県から静岡ＤＭＡＴの出動要請があった場合 

ウ その他、緊急性があり、静岡ＤＭＡＴが出動し対応することが必要な場合 

(3) 静岡ＤＭＡＴ出動要請 

県は、出動基準を踏まえ、必要に応じ、静岡ＤＭＡＴ指定病院の長に対し、静岡Ｄ

ＭＡＴの出動を要請する。 

また、消防機関から県に対し、災害現場等への静岡ＤＭＡＴ出動要請の依頼があっ

た場合も、必要に応じ、静岡ＤＭＡＴの出動を要請する。 

(4) 静岡ＤＭＡＴ連絡協議会の設置 

県は、静岡ＤＭＡＴ連絡協議会を設置し、静岡ＤＭＡＴの運用に関する事項を協議

するとともに、静岡ＤＭＡＴと消防、医師会等関係機関の連携強化に努める。 

３ 静岡ＤＰＡＴの設置 

県は、「静岡ＤＰＡＴ設置運営要綱」に基づき、静岡ＤＰＡＴを設置し、静岡ＤＰＡ

Ｔ指定病院を指定する。 

(1) 静岡ＤＰＡＴの活動内容 

静岡ＤＰＡＴは、災害発生時に活動する、専門的な研修・訓練を受けた災害派遣精

神医療チームである。（概ね48時間以内に、被災した都道府県等において活動できる
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班を先遣隊と定義する。） 

静岡ＤＰＡＴは、被災地域での精神科医療及び精神保健活動等に従事する。 

被災地域で活動する静岡ＤＰＡＴは、原則として、被災地域内に設置されるＤＰＡ

Ｔ活動拠点本部に参集し、その調整下で活動する。 

 (2) 静岡ＤＰＡＴの出動基準 

静岡ＤＰＡＴの出動基準は次のとおりとする。 

ア 県内において、精神保健医療機能の低下や精神保健活動の需要が見込まれ、静岡

ＤＰＡＴの支援が必要な場合 

イ 国又は他都道府県から静岡ＤＰＡＴの出動要請があった場合 

ウ その他、静岡ＤＰＡＴが出動し対応することが必要である場合 

(3) 静岡ＤＰＡＴ出動要請 

県は、出動基準を踏まえ、必要に応じ、静岡ＤＰＡＴ指定機関の長に対し、静岡Ｄ

ＰＡＴの出動を要請する。 

(4) 静岡ＤＰＡＴ連絡協議会の設置 

県は、静岡ＤＰＡＴ連絡協議会を設置し、静岡ＤＰＡＴの運用に関する事項を協議

する。 

４ 応援班の設置 

県は、県内外における広域的な医療救護活動が必要と判断した場合に、広域的な医療

チームの応援派遣を行うことを目的として、県内の病院のうち、災害時に医療チームの

応援派遣が可能な病院の管理者に対し、応援班の設置をあらかじめ依頼する。 

(1) 応援班の編成 

応援班の編成は原則として次のとおりとする。 

職 種 人数 

医  師 １名 

薬 剤 師 １名 

看 護 師 ２名 

事務職員 １名 

計 ５名 

○編成上の留意点 

①必要に応じ、運転手を加え編成する。 

②医師は、原則として外科系医師とする。なお、フェーズや医療ニーズ等を踏ま

え、必要に応じて、内科系医師の編成についても留意する。 

(2) 応援班設置基準 

応援班は、原則として次の基準に基づき設置する。 

常勤医師数 設置数 

10～19人の病院 １班 

20～29人の病院 ２班 

30人以上の病院 ３班 
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(3) 応援班の出動基準 

応援班の出動基準は次のとおりとする。 

なお、県内大規模災害時は、原則として応援班設置病院内における医療救護活動に

従事する。 

ア 県内で局地災害が発生した場合に、市町から県に対し、医療チーム派遣要請があ

った場合 

イ 県外で大規模災害が発生した場合に、国あるいは他都道府県から本県に対し、医

師等医療救護活動の応援を求められた場合 

ウ その他、応援班が出動し対応することが必要な場合 

(4) 応援班出動要請 

県は、出動基準を踏まえ、必要に応じ、応援班設置病院の管理者に対し、応援班の

出動を要請する。 

(5) 応援班の移動手段 

県は、必要に応じ、応援班の活動場所への移動手段を確保する。 

(6) 応援班の活動 

応援班は、原則として、出動先の医療救護施設の管理者の指示に基づき医療救護活

動を行う。 

(7) 応援班設置要綱の作成 

応援班設置病院の管理者は、応援班の編成や、出動方法及び役割分担等について、

応援班設置要綱であらかじめ定める。 

５ 医療救護活動に関する協定に基づく医療従事者の派遣 

県は、県内外における広域的な医療救護活動が必要と判断した場合に、静岡県医師会、

静岡県看護協会、静岡県歯科医師会、静岡県病院協会、静岡県薬剤師会との「災害時の

医療救護活動に関する協定」に基づき、各団体に対し、医療従事者の派遣を要請する。 

６ 県外大規模災害時における静岡県医療救護チームの編成 

(1) 県は、県外における大規模災害時に、国あるいは他都道府県から本県に対し、医師

等医療救護活動の応援を求められた場合、静岡県医療救護チームを編成する。 

(2) 静岡県医療救護チームの派遣は災害急性期以降を想定するが、県は、可能な限り迅

速な編成及び派遣に努める。 

(3) 静岡県医療救護チームは、応援班を中心に編成する。 

(4) 静岡県医療救護チームの移動手段及び活動は、応援班の活動に準じる。 

(5) 県は、静岡県医療救護チームの活動に当たり、「災害時の医療救護活動に関する協定」

に基づき派遣した各団体の医療従事者と、移動手段、活動場所、活動内容等について

円滑に連携できるよう、平時において、関係団体と定期的に協議する。 
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[資料編Ⅱ]

14-2-1　災害拠点病院（静岡ＤＭＡＴ指定病院）一覧表

（県地域医療課）R6.4.1

地　域 病院数 病　　院　　名 所　　　在　　　地 電話番号

伊東市民病院 〒414－0055　伊東市岡196-1 0557－37－2626

国際医療福祉大学熱海病院 〒413－0012　熱海市東海岸町13-1 0557－81－9171

独立行政法人国立病院機構
静岡医療センター

〒411－8611　駿東郡清水町長沢762－1 055－975－2000

沼津市立病院 〒410－0302　沼津市東椎路春ノ木550 055－924－5100

独立行政法人地域医療機能推進機構
三島総合病院

〒411－0801　三島市谷田字藤久保2276 055－975－3031

順天堂大学医学部附属静岡病院 〒410－2295　伊豆の国市長岡1129 055－948－3111

富士宮市立病院 〒418－0076　富士宮市錦町3－1 0544－27－3151

富士市立中央病院 〒417－8567　富士市高島町50 0545－52－1131

地方独立行政法人静岡県立病院機構
静岡県立総合病院

〒420－8527　静岡市葵区北安東4丁目27－1 054－247－6111

静岡市立静岡病院 〒420－0853　静岡市葵区追手町10-93 054－253－3125

静岡市立清水病院 〒424－8636　静岡市清水区宮加三1231 054－336－1111

静岡赤十字病院 〒420－0853　静岡市葵区追手町8－2 054－254－4311

静岡済生会総合病院 〒422－8021　静岡市駿河区小鹿１丁目1－1 054－285－6171

島田市立総合医療センター 〒427－8502　島田市野田1200－5 0547－35－2111

焼津市立総合病院 〒425－8505　焼津市道原1000 054－623－3111

藤枝市立総合病院 〒426－8677　藤枝市駿河台4－1－11 054－646－1111

磐田市立総合病院 〒438－8550　磐田市大久保512－3 0538－38－5000

掛川市・袋井市病院企業団立
中東遠総合医療センター

〒436－8555　掛川市菖蒲ヶ池1－1 0537－21－5555

浜松医科大学医学部附属病院 〒431－3192　浜松市中央区半田山1丁目20番１号 053－435－2111

浜松医療センター 〒432－8580　浜松市中央富塚町328 053－453－7111

浜松赤十字病院 〒434－8533　浜松市浜名区小林1088－1 053－401－1111

社会福祉法人聖隷福祉事業団
総合病院聖隷三方原病院

〒433－8558　浜松市中央区三方原町3453 053－436－1251

社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病
院聖隷浜松病院

〒430－8558　浜松市中央区住吉2-12-12 053－474－2222

東　部 8

中　部 8

西　部 7
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[資料編Ⅱ]

14-2-2　血液センター一覧表

（日本赤十字社静岡県支部、県薬事課）R6.4.1

所　　　在　　　地 電　　　　話

静岡市葵区竜南1－26－19 054－247－7141

沼津市東椎路春ノ木567 055－924－6611

伊豆市小立野100 0558－73－2700

浜松市中央区中里町1013 053－422－1113

名　　　　称

静岡県赤十字血液センター

静岡県赤十字血液センター 沼津事業所

静岡県赤十字血液センター 伊豆供給出張所

静岡県赤十字血液センター 浜松事業所
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[資料編Ⅱ]

14-2-3 応援班設置病院一覧

１　普通班 （県地域医療課） H29.4.1

地域 指定数 設置総数 選定病院名 設置数 電話番号

伊東市民病院 3 0557-37-2626

国際医療福祉大学附属熱海病院 3 0557-81-9171

国立病院機構静岡医療センター 3 055-975-2000

県立静岡がんセンター 3 055-989-5222

沼津市立病院 3 055-924-5100

裾野赤十字病院 1 055-992-0008

リハビリテーション中伊豆温泉病院 1 0558-83-3333

三島総合病院 2 055-975-3031

順天堂大学医学部附属静岡病院 3 055-948-3111

NTT東日本伊豆病院 1 055-978-2320

富士市立中央病院 3 0545-52-1131

富士宮市立病院 3 0544-27-3151

共立蒲原総合病院 2 0545-81-2211

静岡市立清水病院 3 0543-36-1111

清水厚生病院 3 0543-66-3333

桜ヶ丘病院 1 0543-53-5311

県立総合病院 3 054-247-6111

県立こども病院 3 054-247-6251

静岡市立静岡病院 3 054-253-3125

静岡赤十字病院 3 054-254-4311

静岡済生会総合病院 3 054-285-6171

静岡厚生病院 2 054-271-7177

焼津市立総合病院 3 054-623-3111

藤枝市立総合病院 3 054-646-1111

市立島田市民病院 3 0547-35-2111

榛原総合病院 2 0548-22-1131

磐田市立総合病院 3 0538-38-5000

菊川市立総合病院 2 0537-35-2135

市立御前崎総合病院 1 0537-86-8511

公立森町病院 1 0538-85-2181

浜松労災病院 3 053-462-1211

浜松医科大学医学部付属病院 3 053-435-2111

浜松医療センター 3 053-453-7111

浜松赤十字病院 3 053-401-1111

遠州病院 3 053-453-1111

聖隷浜松病院 3 053-474-2222

聖隷三方原病院 3 053-436-1251

市立湖西病院 1 053-576-1231

計 38 95

東部 12 29

中部 14 37

西部 12 29
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[資料編Ⅱ]

14-2-4　市町指定医療救護施設

（県地域医療課） R6.4.1

下田市 3 1 4 9 2 11

東伊豆町 2 2 4 16 9 25

河津町 2 1 3 25 11 36

南伊豆町 1 0 1 静岡市 61 10 71

松崎町 1 0 1 6 1 7

西伊豆町 4 1 5 7 3 10

小計 13 5 18 4 2 6

熱海市 9 3 12 10 1 11

伊東市 6 0 6 1 0 1

小計 15 3 18 3 0 3

沼津市 18 4 22 31 7 38

三島市 19 3 22 11 2 13

裾野市 4 1 5 4 1 5

伊豆市 4 2 6 7 0 7

伊豆の国市 3 2 5 2 1 3

函南町 3 1 4 2 1 3

清水町 2 2 4 3 2 5

長泉町 3 2 5 3 1 4

小計 56 17 73

御殿場市 5 4 9 32 8 40

小山町 3 2 5 浜松市 73 15 88

小計 8 6 14 314 82 396

※　救護病院については、延べ数である。

富士宮市

富士市

小計

静岡市

島田市

焼津市

藤枝市

牧之原市

吉田町

川根本町

小計

磐田市

掛川市

袋井市

御前崎市

菊川市

湖西市

森町

小計

浜松市

合計

管　轄
保健所

市町名 救護所
救護
病院

計
管轄

保健所
市町名 救護所

救護
病院

計

富士

熱海

御殿場

伊豆

中部

東部

西部

475



[資料編Ⅱ]

14-2-5　航空搬送拠点 （県危機政策課、県地域医療課） R2.4.1

※航空自衛隊静浜基地は、静岡空港等が使用できない場合の代替施設として活用

地　　域 設　置　場　所 所　　在　　地 電　話　番　号

賀　　茂 衛星電話　090-5853-2860

東　　部 　　　　　　　090-5853-2861

衛星電話　090-1568-4105

　　　　　　　090-4797-9338

衛星電話　090-1413-6840

　　　　　　　090-7029-2823

愛鷹広域公園 　沼津市足高202

中　　部

富士山静岡空港 　牧之原市坂口

※航空自衛隊静浜基地 　焼津市上小杉1602

西　　部 航空自衛隊浜松基地 　浜松市西区西山町無番地
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[資料編Ⅱ]

14-2-6　静岡ＤＰＡＴ指定機関一覧表

（県障害福祉課）R4.4.1

地　域 病院数 病　　院　　名 所　　　在　　　地 電話番号

NTT東日本伊豆病院 〒419-0193　田方郡函南町平井750 055-978-2320

順天堂大学医学部附属静岡病院 〒410-2295　伊豆の国市長岡1129 055-947-2270

沼津中央病院 〒410-8575　沼津市中瀬町24-1 055-931-4100

鷹岡病院 〒419-0205　富士市天間1585 0545-71-3370

清水駿府病院 〒424-0929　静岡市清水区日立町17-8 054-334-2424

溝口病院 〒420-0813　静岡市葵区長沼647 054-261-3476

静岡県立こころの医療センター 〒420-0949　静岡市葵区与一4-1-1 054-271-1135

静岡県立こども病院 〒420-8660　静岡市葵区漆山860 054-247-6251

静岡赤十字病院 〒420-0853　静岡市葵区追手町8-2 054-254-4311

菊川市立総合病院 〒439-0022　菊川市東横地1632 0537-35-2135

小笠病院 〒436-0033　掛川市篠場708 0537-22-2288

浜松医科大学医学部附属病院 〒431-3192　浜松市東区半田山一丁目20-1 053-435-2115

神経科浜松病院 〒432-8013　浜松市中区広沢二丁目56-1 053-454-5361

三方原病院 〒432-8063　浜松市南区小沢渡町2195-2 053-448-0622

聖隷三方原病院 〒433-8558　浜松市北区三方原町3453 053-436-1251

朝山病院 〒433-8104　浜松市北区東三方町476-1 053-420-1830

川口会病院 〒436-0043　掛川市大池680番地 0537-22-4178

東　部 4

中　部 5

西　部 8
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[資料編Ⅱ]

14-3-1　医薬品、医療材料等の調達先予定一覧表
（県薬事課）R6.4.1

１　静岡県医薬品卸業協会（医薬品）　

東　部

住               所 電          話

（下田市）

1. 中北薬品㈱下田支店 下田市西本郷2－19－3 0558－22－0631

（伊東市）

1. アルフレッサ㈱伊東支店 伊東市岡1280-31 0557－38－8880

（沼津市）

1. 東邦薬品㈱沼津営業所 沼津市米山町12－33 055－921－2072

（清水町）

1. アルフレッサ㈱沼津支店 駿東郡清水町八幡字瀬戸川104－1 055－981－6655

2. ㈱メディセオ沼津支店 駿東郡清水町八幡221－2 055－973－6800

3. ㈱スズケン静岡東部事業所（沼津、富士支店） 駿東郡清水町卸団地316
055－972－0171
055－983－1031

（長泉町）

1. 中北薬品㈱三島支店 駿東郡長泉町下土狩202－8 055－988－1515

（富士市）

1. アルフレッサ㈱富士支店 富士市伝法980－1 0545－72－0311

2. 中北薬品㈱富士支店 富士市伝法字中原572－3 0545－21－0081

中　部

住               所 電          話

（静岡市）

1. アルフレッサ㈱静岡支店（第1、第2） 静岡市駿河区豊田3－8－6
054－654－2111
054－654－2120

2. ㈱メディセオ静岡支店 静岡市駿河区敷地1－6－27 054－236－1511

3. ㈱スズケン静岡支店 静岡市駿河区栗原18－75 054－263－6911

4. 東邦薬品㈱静岡営業所 静岡市駿河区有東2－2－25 054－288－2681

5. 中北薬品㈱静岡支店 静岡市駿河区池田65－6 054－203－7700

（藤枝市）

1. アルフレッサ㈱藤枝支店、静岡物流センター 藤枝市岡部町内谷933－1
054－667－7112
054－667－7120

2. ㈱スズケン藤枝支店 藤枝市小石川町4－3－18 054－641－3004

（焼津市）

1. 中北薬品㈱焼津支店 焼津市越後島347 054－629－2811

社               名

社               名
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[資料編Ⅱ]

西　部

住               所 電          話

（掛川市）

1. アルフレッサ掛川支店 掛川市長谷1451 0537－61－0281

2. ㈱スズケン掛川支店 掛川市宮脇1－18－7 0537－24－7692

3. ㈱スズケン掛川商品センター 掛川市杉谷南2－13－1 0537－61－0701

4. 中北薬品㈱掛川支店 掛川市南2-23-17 0537－24－3161

（浜松市）

1. アルフレッサ㈱浜松支店（第1,第2） 浜松市中央区高林3－7－34
053－471－4111
053－471－4114

2. ㈱メディセオ浜松支店
浜松市中央区西浅田2－10－
30

053－442－8821

3. ㈱スズケン浜松支店 浜松市中央区西塚町319－2 053－464－1155

4. 東邦薬品㈱浜松営業所 浜松市中央区丸塚町136－1 053－469－0611

5. 中北薬品㈱浜松支店 浜松市中央区将監町23－1 053－463－1311

２　静岡県医療機器販売業協会

住               所 電          話

（沼津市）

1. 協和医科器械㈱沼津支店 沼津市大岡3995－１ 055－926－1100

（静岡市）

1. 協和医科器械㈱　（本社） 静岡市駿河区池田156－2 054－655－6611

（焼津市）

1. 協和医科器械㈱焼津支店 焼津市大島817－1 054－623－2222

（掛川市）

1. 協和医科器械㈱掛川支店 掛川市杉谷2－2－21 0537－22－2101

（浜松市）

1. 協和医科器械㈱浜松支店 浜松市中央区篠ヶ瀬町400 053－423－2110

３　一般社団法人日本産業・医療ガス協会東海地域本部　静岡支部　（医療ガス）

住          所 電          話 

（下田市）

1. 杉本工業㈱ 下田市6－37－44 0558－22－3153

（清水町）

1. 沼津酸素工業㈱ 駿東郡清水町柿田954 055－975－4732

（静岡市）

1. 静岡酸素㈱ 静岡市駿河区曲金5－16－6 054－285－4157

（浜松市）

1. ㈱丸協酸素商会 浜松市中央区中田町825 053－461－6136

社               名

社               名

社          名

479


